様式第８号の２
控除対象寄附金該当法人等指定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　（宛先）

滋賀県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人または団体の所在地
　法人または団体の名称
　および代表者氏名
滋賀県税条例第21条の２第１項第３号イの規定による指定を受けたいので、次のとおり申請します。
	（フリガナ）
法人または団体の名称
	

	主たる事務所または事業所の所在地
	〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　　　　　　　　）

	代表者の住所および氏名
	

	寄附金控除の適用該当根拠条文
（いずれかの番号を○で囲んでください。）
	１．所得税法第78条第２項第２号（指定寄附金該当法人等）
２．所得税法施行令第217条第１号（独立行政法人）
３．所得税法施行令第217条第１号の２（地方独立行政法人）
４．所得税法施行令第217条第２号（自動車安全運転センター等）
５．所得税法施行令第217条第３号（公益社団法人および公益財団法人）
６．所得税法施行令第217条第４号（学校法人等）
７．所得税法施行令第217条第５号（社会福祉法人）
８．所得税法施行令第217条第６号（更生保護法人）
９．租税特別措置法第41条の18の２第２項（認定特定非営利活動法人等）

	滋賀県内で行っている主たる目的である業務の概要
	

	県内に有する事務所または事業所
	名称
	

	
	所在地
	〒
（電話番号　　　　　　　　　　）

	備　　　　　考
	


注１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とします。

２　この申請書は、県内に有する事務所または事業所の所在地を管轄する県税事務所長を経由して提出してください（事務所または事業所が複数有る場合は、いずれかの事務所または事業所を管轄する県税事務所に提出してください。）。なお、県内に事務所または事業所を有しない場合は、総務部税政課に提出してください。

３　申請書には、次の書類を添付してください。

(1) 県内に事務所または事業所を有する場合

ア　表の左欄に該当する法人または団体については、同表の右欄に掲げる書類

イ　法人の登記事項証明書の写し

ウ　定款、寄附行為その他これらに準ずるものの写し

エ　県内に有する事務所または事業所を使用していることを証する次のいずれかの書類

(ｱ) 不動産登記事項証明書（申請書を提出する日前３か月以内に発行されたもの）の写し

(ｲ) 賃貸借契約書の写し

(2) 県内に事務所または事業所を有しない場合

ア　表の左欄に該当する法人または団体については、同表の右欄に掲げる書類

イ　法人の登記事項証明書の写し

ウ　定款、寄附行為その他これらに準ずるものの写し

エ　県内で主たる目的である業務を行うことを証する次の書類

(ｱ) 事業計画書および収支予算書

(ｲ) (ｱ)に掲げるもののほか、知事が特に必要であると認める書類（パンフレット等）
	所得税法第78条第２項第２号該当（指定寄附金該当法人等）
	所得税法第78条第２項第２号に掲げる指定寄附金であることを証する書類の写し

	所得税法施行令第217条第１号の２該当（地方独立行政法人）
	設立団体の特定公益増進法人であることを証する書類（申請書を提出する日以前５年内に発行されたものに限る。）の写し

	所得税法施行令第217条第４号該当（学校法人等）
	所轄庁の特定公益増進法人であることを証する書類（申請書を提出する日以前５年内に発行されたものに限る。）の写し

	租税特別措置法第41条の18の２第２項該当（認定特定非営利活動法人等）
	国税庁長官または所轄庁（都道府県または指定都市）の認定（仮認定を含む。）に係る通知（認定等の有効期間内のもの。）の写し


